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資料１ 

 

 

関係団体等への説明会開催について{基本計画（素案）作成後} 

 

 （仮称）所沢市総合福祉センター（複合施設）整備に向けては、これまでも

障害者団体や関係団体の皆様からご意見を伺ってきました。ここに、（仮称）所

沢市総合福祉センター（複合施設）基本計画（素案）をまとめるにあたり、障

害者団体や関係団体の皆様に対して基本計画（素案）を説明するとともに、質

疑やご要望など意見交換を実施しました。 

  

 

１．説明会の開催状況 

No 開 催 日 対 象 団 体 参加人数

１ 平成 24年 2月 16日(木) 民生委員・児童委員連合会 17 人 

２ 平成 24 年 3 月 1 日(木) 聴覚障害者団体 26 人 

３ 平成 24 年 3 月 6 日(火) 長生クラブ連合会 36 人 

４ 平成 24 年 3 月 8 日(木) 障害者団体等 36 人 

５ 平成 24 年 3 月 9 日(金) 発達障害児団体等 14 人 

６ 平成 24年 3月 11日(日) 周辺自治会・利用者等 45 人 

 

 

２．主な意見・要望 

No 内    容 

１ 施設機能について（手話コミュニケーション機能の充実等） 

２ 施設整備の考え方について（実用的使い安さ等） 

３ 管理・運営体制について（民間活力の活用や弾力的な運用等） 

４ 災害時体制について（機能の整備等） 

５ 関係機関との連携について（地域福祉の拠点等） 

６ 総合相談機能について（常時対応等） 

７ 障害者支援の充実について（地域自立支援等） 

８ 発達障害について（療育支援の充実等） 

 



 



 

 
 

資料２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２４年７月１０日 

 

所沢市地域福祉推進検討委員会 

 
 

 

提 言 書 
（仮称）所沢市総合福祉センター建設にあたっての 
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◇（仮称）所沢市総合福祉センター建設にあたっての提言 

 

 

はじめに 

 所沢市では、平成１７年３月に市民との協働により策定した「所沢市地域福祉計

画」に基づいて、『豊かな心で健やかに暮らせる支え合いのまち』を目指して、地

域福祉の推進に取り組んでいます。 

 （仮称）所沢市総合福祉センターについては、「所沢市地域福祉計画」の理念を

実現するための活動拠点として期待されることから、平成２３年３月に 

第２期所沢市地域福祉推進検討委員会が提出した「所沢市地域福祉計画の推進施策

に関する提言書」において、地域で活躍する指導者育成の観点から同センターにお

ける人材育成機能の整備を同計画に位置付けてきたところです。 

また、平成２３年３月には「第５次所沢市総合計画」が策定され、「前期基本計

画（平成２３年度～平成２６年度）」の中に今後、４年間に重点的に取り組む事業

として『（仮称）所沢市総合福祉センター（複合施設）整備事業』が位置付けられ、

整備が進められています。 

 本委員会では、（仮称）所沢市総合福祉センターが地域福祉の活動拠点として機

能し、地域福祉の一層の推進が図れることを願い、ここに、（仮称）所沢市総合福

祉センター建設にあたっての提言書を提出します。 

 

 

 

 

１ （仮称）地域福祉推進室の役割 

    （仮称）所沢市総合福祉センターは、福祉センター、子ども支援センター、

所沢市社会福祉協議会などの機能を併設した複合施設となることから、地域福

祉のさらなる推進のためには、各機能が相互に連携し、相乗的に効果を発揮で

きるよう各施設が円滑に運営可能となる機関の設置が望まれます。 

   また、地域福祉を推進し、地域問題の解決や地域としての価値を創造してい

くための力を高めるためには、（仮称）地域福祉推進室が研修や施策研究など

を行うことが求められています。更には、所沢市まちづくりセンター、所沢市

市民活動支援センターなどの公共施設との連携に加え、所沢市社会福祉協議会

とも連携が必要不可欠となることから、包括的な管理・運営を行う直営機能を

有する機関の設置が必要です。 
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２ 所沢市まちづくりセンターとの連携 

まちづくりセンターは、住民が主体となり、「安全安心で住みやすい地域づ

くり」を進めるための地域の拠点施設として考えられています。 

また、地域では、地域福祉を進めるための人材不足や後継者不足が課題とな

っていることから、（仮称）所沢市総合福祉センターにおいては、ボランティ

アリーダーをはじめとする様々な人材が育成されることが望まれます。 

まちづくりセンターとの連携により総合福祉センターはもとより、各機関が

一体となって支え合いのまちづくりの推進が図られることを期待します。 

 

 

３ 所沢市社会福祉協議会との連携 

   所沢市社会福祉協議会は、社会福祉法第１０９条の規定により「地域福祉の

推進を図ることを目的とする団体」として位置付けられ、民間計画の第３次地

域福祉活動計画「ところＷＩＴＨプラン」を策定し、地域福祉の推進に取り組

んでいます。 

また、所沢市では、地域福祉を推進するため、「所沢市地域福祉計画」を策

定し、その理念を実現するための活動拠点として、（仮称）所沢市総合福祉セ

ンターの整備を計画しています。 

地域福祉の推進を担う両輪として、所沢市社会福祉協議会と一体となって、

地域福祉の推進に取り組むことを期待します。 

 

 

４ 総合相談について 

   総合相談窓口における高齢者相談および障害者相談のあり方については、関

係機関との役割を整理するとともに、相談や支援などの基幹的な役割を果たす

拠点としての機能を考えていく必要があります。 

   また、ニートや引きこもりなどの支援が必要な若者の自立のきっかけにつな

がるような、専門職によるキャリアカウンセリングなどの相談窓口の設置を望

みます。 

   なお、総合相談窓口となることから、各種の相談に横断的な対応が可能な総

合相談体制の整備に努めるとともに、関係機関との連携により、相談する人の

立場にたった相談体制の実現を求めます。 
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５ 子ども支援センターについて 

子ども支援センターにおける子ども発達支援機能は、かねてより待望されて

いた機能であり、継続的な訓練・指導の成果が期待されます。 

   また、子育て家庭の育児不安を解消するための交流の機会や相談の場など子

育て支援についての充実を期待するとともに、福祉センターが実施する世代間

交流機能と連携して、子どもから高齢者までの多世代間での地域福祉活動に関

わることで、子育て支援を積極的に進めていくことを期待します。 

   なお、関係機関との連携を図ることや、研修により専門スタッフのスキルア

ップに努めることを求めます。 
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結びに 

「地域福祉の充実に向けて」 

 

 

 昨年３月に発生した「東日本大震災」を契機として、人と人との絆、地域力、ボ

ランティアの果たす役割の重要性などが再認識されています。 

（仮称）所沢市総合福祉センターは、「所沢市地域福祉計画」の理念を実現する

ため、地域福祉の活動拠点としての整備が進められていることから、ボランティア

をはじめとする地域リーダーの人材育成に努めるとともに、所沢市社会福祉協議会

や所沢市まちづくりセンターなどの関係機関や関係団体との連携のもと、「豊かな

心で健やかに暮らせる支え合いのまち」を目指し、地域福祉の中心的な拠点として

の役割を期待します。 

また、子ども支援センターについては 、市内関係各機関との連携を密にすると

ともに、子どもの健やかな成長と全ての子育て家庭への支援に資する施設として、

有効に機能することを期待します。 

 最後に、厳しい社会情勢の中にありますが、市長におかれましては、本提言の趣

旨を十分にご理解いただき、事業を進めていただくとともに、かねてより待望され

ている施設であることから、早期建設を心よりお願い申し上げます。 

 

 

 

  所沢市長 藤 本 正 人 様 

 

 

 

 

 

 

平成２４年 ７月１０日 

 

所沢市地域福祉推進検討委員会    

会 長     前 橋  明 
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資料１  所沢市地域福祉推進検討委員会設置要綱 

 

（設置） 

第 1 条 所沢市地域福祉計画(以下「計画」という。)の円滑な推進に

ついて総合的な検討を行うため、所沢市地域福祉推進検討委員会(以

下「委員会」という。)を設置する。 

（所掌事務） 

第 2 条 委員会は、前条の目的を達成するために、次に掲げる事項に

ついて市長に提言を行うものとする。 

(1) 計画の進捗状況、評価及び今後の推進方法に関すること。 

(2) 計画に基づく具体的な推進策の検討に関すること。 

(3) その他計画の推進に必要と認められる事項に関すること。 

（組織） 

第 3 条 委員会は、委員 15 人以内で組織する。 

2  委員は、地域福祉の推進に関し知識経験を有する者及び市民のう

ちから市長が委嘱する。 

（任期） 

第 4 条 委員の任期は、委嘱の日から 3 年とする。ただし、欠員が生

じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第 5 条 委員会に会長及び副会長 1 人を置き、委員の互選によりこれ

を定める。 

2  会長は、委員会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

3  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第 6 条 委員会の会議は、会長が必要に応じて招集する。 

2  委員会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことがで

きない。 

（庶務） 

第 7 条 委員会の庶務は、保健福祉部福祉総務課において処理する。 

（委任） 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、

会長が委員会に諮り定める。 

附 則 

この要綱は、平成 17 年 10 月 1 日から施行する。 
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資料２  第３期所沢市地域福祉推進検討委員会委員名簿 
  氏      名 委嘱期間 選出母体等 

1 前橋 明（まえはし あきら） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
学識経験者（早稲田大学） 

2 岡村 英雄（おかむら ひでお） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで

学識経験者 

（ＮＰＯ法人日本地域福祉研究所）

3 小原 共子（おはら ともこ） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
所沢市民生委員・児童委員連合会

4 松本 勇（まつもと いさむ） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
所沢市自治連合会 

5 柴井 せん（しばい せん） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
所沢市ボランティア連絡協議会

6 神武 恭子（かみたけ きょうこ） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
NPO 法人等 

7 豊田 浩基（とよだ ひろき） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
所沢市ＰＴＡ連合会 

河原 勝洋（かわはら かつひろ）  
平成２３年１２月 １日から

平成２４年 ３月３１日まで
8 

小田島 明（おだじま あきら） 
平成２４年 ７月 １日から

平成２６年１１月３０日まで

所沢市障害者施策推進協議会

9 吉田 早苗（よしだ さなえ） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
所沢市高齢者福祉計画推進会議 

10 榎本 淳一（えのもと じゅんいち） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
所沢市次世代育成支援地域協議会 

11 黛 浩一郎（まゆずみ こういちろう） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
所沢市社会福祉協議会 

12 山江 芳子（やまえ よしこ） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
地域包括支援センター 

13 福田 清志（ふくだ きよし） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
一般公募 

14 仲田 詔男（なかだ のりお） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
一般公募 

15 羽鳥 雄一郎（はとり ゆういちろう） 
平成２３年１２月 １日から

平成２６年１１月３０日まで
一般公募 
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資料３ 

所沢市長 斎藤 博 様 
 

 

次世代育成支援施策への提言 
 
 
 我が国において少子化が急速に進行し、労働力の不足や社会保障などの面に与え

る影響が懸念されて久しいところですが、抜本的な解決策は示されていない状況に

あります。 
 所沢市においても出生数の減少傾向が続く中、核家族化の進行や地域への帰属意

識の希薄化など、子どもたちを取り巻く環境が変化してきています。また、今夏の

プール事故や頻発する事件・事故への対応などにも見られるように、子どもたちが

安全に安心して生活していくうえでの行政の責任が問われているところです。 
所沢市次世代育成支援地域協議会では、子どもたちとその親たちが直面している

現状を鑑みて、所沢市における今後の子ども支援施策について具体的な提言を行う

ことを目的に協議を行いました。 
子どもたちが健やかに成長できるまちづくりを進めるには、地域社会を構成する

行政、市民、関係団体、企業などが互いの考えを共有し連携して地域課題にあたる

必要がありますが、それぞれの役割を十分に果たすことができる状況を確保するた

め、行政がその調整役を担っていくことが不可欠であると考えます。 
また、厳しい財政状況の中、行政経費節減の必要性が高まっているところではあ

りますが、経費節減の名目のもとに、管理・運営業務等について安易に民間等への

委託を推し進めることがないよう求めるものです。民間等への委託を導入する場合

には、次世代育成支援の本来の目的が損なわれることなく達成されるよう、厳正な

管理体制のもと適正な執行がされるよう特段の配慮をお願いいたします。 
総じて言えることは、多くの施策が着手されていながら、それらが有機的に関連

し、全体としての効力を発揮するに至っていないということです。この点を改善す

ることが、すなわち次世代育成支援施策の質的改善につながることになります。 
以上の点を留意した上で、より効果的な子ども支援施策を実行するために必要で

あると考えられる次の４点を提言するものです。 
市長におかれましては、本提言の趣旨を十分にご理解いただき、所沢市次世代育

成支援行動計画の円滑な進行に努めていただくとともに、これからの子ども支援施

策の進展に向けた実行策としてご検討ください。 



2 

１．仕事と子育ての両立の推進 

 

子育て家庭の経済的基盤を良好に保つため、保育受入数の確保や就労環境の改善

を図り仕事と子育ての両立を推進すること。特に、今後も需要の増加が見込まれる

乳幼児保育・学童保育事業については、保育内容の充実および十分な受入数の確保

を図り、子どもたちが健やかに成長していける保育環境を確保すること。 
●企業内保育室の設置および育児休業制度の徹底に向けた企業等への積極的な

働きかけと協力体制の充実 
●駅構内、駅前商店街の空き店舗等を利用した乳幼児保育施設の整備 
●乳幼児・学童保育事業における定年退職者や学生インターンシップ等の積極的

な活用による十分なスタッフの確保 
●放課後児童クラブ設置基準の明確化による良好な学童保育環境の確保 
●家庭保育室や企業内保育室等の活用による、地区ごとに見られる乳幼児・学童

保育児童受け入れ状況の偏りの解消 
●乳幼児・学童保育事業を民間等へ委託する場合の質の確保とチェック体制の厳

格化 
  
 

２．発達障害への対応の充実 

 

 埼玉県内では、子どもたちの約１割に兆しが見られるという発達障害について、

早急に対応の充実を図るとともに、発達障害のある子どもたちが参加できる場の拡

大を図ること。 
 また、発達障害のある子どもを育てている親の負担や不安感を軽減するための体

制整備や、市民の理解を深めるための活動を充実すること。 
●専門的な知識を持つスタッフの配置による幼稚園、保育園、放課後児童クラブ

等での受け入れ態勢の充実 
●福祉・教育等の連携による学校運営や相談窓口の設置など、専門的な対応がで

きる環境の確保 
●同様の悩みを持つ親同士が出会うことができる場や機会提供の充実 
 
 

３．親同士のつながりの場の確保 

 
良好な家庭環境を保持するため、親同士の交流を通して子育てへの負担感や不安
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感を軽減できる機会の提供を充実すること。 
子育てサークルの活動や子育てサロンの開催など、親同士の出会いにつながる市

民やＮＰＯ等による活動の活発化を図るとともに情報提供を充実すること。 
●０～２歳の子どもを育てる親同士が悩みを打ち明け合えたり、情報を交換でき

たりする場の提供 
●乳幼児健康診査を地区ごとに行う等、地域の同年代の子どもを持つ親同士が出

会える場としての既存事業の利用 
●子育て中の親たちに対し、子育てサロン、子育て教室、地域のサークル活動等

への積極的な参加を促す働きかけの充実 
●子育てサロン、子育て教室等の終了後も親同士がつながりを保つことができる

支援の充実 
 
 

４．地域の支援体制の充実 

 

 地域全体で子育て家庭を支えることで子育て中の親が地域への信頼感を抱き、地

域とのつながりを持ちたいと考えることができる地域社会を構築すること。 
また、虐待防止や子どもたちを標的とした犯罪抑止を目的として、子どもたち一

人ひとりに眼が届く見守り体制を強化すること。 
●地域の一人ひとりの意識向上や地域活動への参加に向けた働きかけ 
●定年退職者や大学生等の人材が、地域活動やボランティア活動に積極的に参加

できるようにするための仕組みづくりと支援の充実 
●民生委員・児童委員や母子愛育会の活動について市民への十分な浸透を図るた

めの積極的な働きかけ、および周知活動の強化 
●出産前もしくは出産直後からの個別訪問など、細かな悩みや問題をケアするこ

とができる体制の整備 
 

  
 
平成１８年１０月１６日 
 

所沢市次世代育成支援地域協議会 
委員長 野嶋 栄一郎 
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資料４ 

「療育支援センター」に関する提言 
   

 教育福祉常任委員会 
 
１、療育センターの３つの機能。 
  療育センターとして以下の３つの機能を有することを要望する。 
  ①通園機能。 
   地域の保育園に通っている子どもが利用できるように、並行通園（小学校で 
  いう通級）ができるようにすること。高機能自閉症、ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨ

Ｄ（注意欠陥・多動性障害）の子どもに直接支援を行える場を再整備すること。 
②診療・療育機能。 
  将来的には、医師による診療・投薬等や、臨床心理士、ＳＴ（言語聴覚士）、 
ＯＴ（作業療法士）、ＰＴ（理学療法士）など専門家による個別・集団訓練を 
行うこと。 
③相談機能（発達相談（来所）、巡回相談）。 
  早期発見を早期療育につなげるための保護者への支援を行うこと。保護者の 
 障害受容により早期療育が可能となる。保護者の障害受容を促すため、個別相 
談だけでなくさまざまな支援メニューを用意して実施すること。例えば、ペア 
レントトレーニング、ピアサポート（親の会の相談会）、レスパイト（ショー 
トステイ）、家庭訪問による相談などである。さらに、子どもの評価を行い、 
保育園等に子どもの支援方法についても助言を行うこと。 

 
２、支援対象者の個別データの一括管理と活用。 
  出生時から就労・自立までの個別データ・カルテ（心理検査結果、過去の支援 
 情報、アセスメント、対応履歴、診断、所見など）をセンター及び保護者が共有す

るとともに、保育園、幼稚園、市や県の教育委員会（就学支援委員会、生涯学習推

進センターの教育臨床エリア）、就労支援センターなど関係機関にも情報を提供す

ること。なお、関係機関への情報提供に当たっては、保護者に承認を得ること。 
 
３、既存施設やサービスの有効活用と有機的連携。 
   愛知県豊田市のような各機能と提供場所が一体化した施設が理想的であるが、 
 場所を決めようとすると時間がかかり、今ここにある問題への対応が遅れるので、

センターそのものが具体的な療育を行う場所となることには必ずしもこだわらな

い。コーディネーターを置き、医療療育や就学、高等教育との連携を行うこと。ハ

コモノではなく、コーディネーターなどの人に重点的に投資すること。現状におい

ても、各機関がそれぞれ出来ることを精一杯取り組んではいるが、地域の機関全体

で役割分担をすること。そして、療育センターがそれらを取りまとめること。 
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４、個別ケア会議、地域支援ネットワーク会議の定期開催。 
 療育支援センターが地域のコーディネーターの役となり、支援対象者に対する個

別ケア及び地域支援ネットワーク会議を取りまとめること。 






